
日　時

場　所

順位 議 案 番 号 摘要

日程
第１

日程
第２

議案第 12 号

日程
第３

議案第 13 号

日程
第４

議案第 15 号

日程
第５

議案第 17 号

日程
第６

議案第 20 号

日程
第７

議案第 22 号

日程
第８

議案第 23 号

再開宣告

生駒市職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正
する条例の制定について

生駒市税条例等の一部を改正する条例の制定について

平成２９年 生駒市議会 第１回（３月）定例会

平成２９年３月９日(木)

午 前 １ ０ 時 再 開

議 会 議 場

議事日程（第３号）

生駒市立学校設置条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

生駒市立幼稚園保育料徴収条例及び生駒市立保育所条例
の一部を改正する条例の制定について

生駒市市民投票条例の一部を改正する条例の制定につい
て

開議宣告

審 議 件 名

一般質問

生駒市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

生駒市障害支援区分認定審査会の委員の定数等を定める
条例の一部を改正する条例の制定について
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順位 議 案 番 号 摘要

日程
第９

議案第 25 号

日程
第10

議案第 27 号

日程
第11

議案第 30 号

日程
第12

議案第 29 号

日程
第13

議案第 1 号

議案第 2 号

議案第 3 号

議案第 4 号

議案第 5 号

議案第 6 号

議案第 7 号

議案第 8 号

平成２９年度生駒市公共施設整備基金特別会計予算

平成２９年度生駒市下水道事業特別会計予算

平成２９年度生駒市自動車駐車場事業特別会計予算

平成２９年度生駒市水道事業会計予算

平成２９年度生駒市後期高齢者医療特別会計予算

平成２９年度生駒市介護保険特別会計予算

平成２９年度生駒市国民健康保険特別会計予算

生駒市道路占用料に関する条例の一部を改正する条例の
制定について

審 議 件 名

市道路線の認定について

平成２９年度生駒市一般会計予算

市道路線の廃止について

生駒市介護保険条例の一部を改正する条例の制定につい
て
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順位 議 案 番 号 摘要

日程
第13

議案第 9 号

議案第 10 号

議案第 11 号

議案第 14 号

議案第 16 号

議案第 18 号

議案第 19 号

議案第 21 号

議案第 24 号

議案第 26 号

議案第 28 号

日程
第14

議員提出
議案第 2 号

平成２８年度生駒市一般会計補正予算(第４回)

平成２９年度生駒市病院事業会計予算

審 議 件 名

平成２８年度生駒市下水道事業特別会計補正予算(第２
回)

生駒市高山竹林園の指定管理者の指定について

生駒市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正
する条例の制定について

生駒市いじめ問題対策連絡協議会及び生駒市いじめ防止
等対策審議会条例の制定について

生駒市人権文化センター条例の一部を改正する条例の制
定について

生駒市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を
改正する条例の制定について

生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁
償に関する条例の一部を改正する条例の制定について

生駒市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定
について

生駒市歩きたばこ及び路上喫煙の防止に関する条例の制
定について
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順位 議 案 番 号 摘要

日程
第15

意 見 書
無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備促進を求
める意見書（案）

審 議 件 名
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委 員 会 議 案 番 号

企画総務委員会 議案第 14 号
生駒市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一
部を改正する条例の制定について

議案第 16 号
生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費
用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

議案第 28 号 生駒市高山竹林園の指定管理者の指定について

市民文教委員会 議案第 21 号
生駒市いじめ問題対策連絡協議会及び生駒市いじめ
防止等対策審議会条例の制定について

議案第 24 号
生駒市人権文化センター条例の一部を改正する条例
の制定について

議案第 26 号
生駒市歩きたばこ及び路上喫煙の防止に関する条例
の制定について

厚生消防委員会 議案第 18 号
生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の
制定について

予算委員会
（企画総務分科会）

議案第 10 号 平成２８年度生駒市一般会計補正予算(第４回)

議案第 1 号 平成２９年度生駒市一般会計予算

議案第 7 号 平成２９年度生駒市自動車駐車場事業特別会計予算

予算委員会
（市民文教分科会）

議案第 19 号
生駒市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

議案第 10 号 平成２８年度生駒市一般会計補正予算(第４回)

議案審査付託表

審 査 件 名
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委 員 会 議 案 番 号

予算委員会
（市民文教分科会）

議案第 1 号 平成２９年度生駒市一般会計予算

予算委員会
（厚生消防分科会）

議案第 1 号 平成２９年度生駒市一般会計予算

議案第 3 号 平成２９年度生駒市介護保険特別会計予算

議案第 4 号 平成２９年度生駒市国民健康保険特別会計予算

議案第 5 号 平成２９年度生駒市後期高齢者医療特別会計予算

議案第 9 号 平成２９年度生駒市病院事業会計予算

予算委員会
（都市建設分科会）

議案第 19 号
生駒市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

議案第 10 号 平成２８年度生駒市一般会計補正予算(第４回)

議案第 11 号
平成２８年度生駒市下水道事業特別会計補正予算
(第２回)

議案第 1 号 平成２９年度生駒市一般会計予算

議案第 2 号 平成２９年度生駒市公共施設整備基金特別会計予算

議案第 6 号 平成２９年度生駒市下水道事業特別会計予算

審 査 件 名
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委 員 会 議 案 番 号

予算委員会
（都市建設分科会）

議案第 8 号 平成２９年度生駒市水道事業会計予算

審 査 件 名
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議員提出議案第２号  

 

生駒市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例

の制定について  

 

このことについて、地方自治法第１１２条第２項及び生駒市議会会議規則第

１３条の規定により、上記の議案を提出する。  

 

平成２９年３月９日  

 

提出者 樋口清士    

賛成者 下村晴意    

 〃  吉波伸治    

〃  白本和久  

〃  浜田佳資   

〃  山田耕三   

  

 



   生駒市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例  

 生駒市議会政務活動費の交付に関する条例（平成１３年６月生駒市条例第１９

号）の一部を次のように改正する。  

 第２条中「以下同じ｡ )」の次に「及び会派に所属しない議員 (以下「無会派議

員」という｡)」を加える。  

 第３条第１項中「政務活動費は､｣を「会派に対して交付する政務活動費は」に

改め、「額を」の次に「、無会派議員に対して交付する政務活動費は基準日にお

いて在職する無会派議員に対して月額３０，０００円を､｣を加え、同条第３項中

「会派」の次に「及び無会派議員となった者」を、「結成された日」の次に「及

び無会派議員となった日」を加え、「その日」を「これらの日」に改め、同条第

４項中「基準日において議員」を「会派に対して政務活動費を交付する場合で、

基準日において所属議員」に、「、当該議員」を「当該議員」に改め、「ものと

し」の次に「、無会派議員に対して政務活動費を交付する場合で」を加え、「議

会の解散があったときは､」を「議員の辞職、失職、除名又は死亡により議員で

なくなったときは」に改め、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項の次に次

の１項を加える。  

５ 基準日において議会の解散があったときは、当月分の政務活動費は交付しな

い。  

 第４条の見出し中「調整」を「調整等」に改め、同条に次の１項を加える。  

３ 政務活動費の交付を受けた無会派議員が、半期の途中において会派に所属し

たとき及び議員でなくなったときは、当該無会派議員は、会派に所属した日及

び議員でなくなった日の属する月の翌月分（これらの日が基準日に当たるとき

は、当月分）以降の政務活動費を返還しなければならない。  

 第５条第１項中「会派」の次に「及び無会派議員」を加える。  

 第７条第１項中「代表者」の次に「及び無会派議員」を加え、同条に次の１項



を加える。  

４ 政務活動費の交付を受けた無会派議員が、会派に所属したとき及び議員でな

くなったときは、第２項の規定にかかわらず、当該無会派議員であった者は、

会派に所属した日及び議員でなくなった日から起算して３０日以内に収支報告

書等を議長に提出しなければならない。  

 第８条中「会派」の次に「及び無会派議員」を加える。  

 別表中「会派が行う」を削り、「会派が研修会」を「研修会」に、「市政及び

会派」を「市政並びに会派及び無会派議員」に、「会派が要請」を「要請」に改

め、「会派としての」を削る。  

  

氏名）」  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （生駒市議会基本条例の一部改正）  

２ 生駒市議会基本条例（平成２５年１２月生駒市条例第３６号）の一部を次の

ように改正する。  

  第１８条中「会派」の次に「及び会派に所属しない議員」を加える。  

「代表者の氏名  
（会派に所属しない議員にあっては、議員の  

別記様式中「代表者の氏名」を  

に改める。  



○生駒市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例 

(1) 生駒市議会政務活動費の交付に関する条例(平成13年6月生駒市条例第19号)新旧対照表 
現行 改正案 

(交付の対象) (交付の対象) 
第2条 政務活動費は、生駒市議会(以下「議会」という。)における会派(所属

議員が1人の場合を含む。以下同じ。)に対して交付する。 
第2条 政務活動費は、生駒市議会(以下「議会」という。)における会派(所属

議員が1人の場合を含む。以下同じ。)及び会派に所属しない議員(以下「無

会派議員」という。)に対して交付する。 
  

(交付額及び交付の方法) (交付額及び交付の方法) 
第3条 政務活動費は、月額30,000円に各月1日(以下「基準日」という。)に

おける会派の所属議員数を乗じて得た額を4月から9月まで及び10月から翌

年の3月までの半期ごとに交付する。 

第3条 会派に対して交付する政務活動費は月額30,000円に各月1日(以下「基

準日」という。)における会派の所属議員数を乗じて得た額を、無会派議員

に対して交付する政務活動費は基準日において在職する無会派議員に対し

て月額30,000円を、4月から9月まで及び10月から翌年の3月までの半期ご

とに交付する。 
2 政務活動費は、各半期の最初の月に、当該半期に属する月数分を交付する。

ただし、半期の途中において議員の任期が満了するときは、任期満了の日

の属する月までの月数分を交付する。 

2 政務活動費は、各半期の最初の月に、当該半期に属する月数分を交付する。

ただし、半期の途中において議員の任期が満了するときは、任期満了の日

の属する月までの月数分を交付する。 
3 半期の途中において新たに結成された会派に対しては、結成された日の属

する月の翌月分(その日が基準日に当たるときは、当月分)から政務活動費を

交付する。 

3 半期の途中において新たに結成された会派及び無会派議員となった者に

対しては、結成された日及び無会派議員となった日の属する月の翌月分(こ
れらの日が基準日に当たるときは、当月分)から政務活動費を交付する。 

4 基準日において議員の辞職、失職、除名若しくは死亡又は所属会派からの

脱会があったときは、当該議員は第1項の所属議員に含まないものとし、基

準日において議会の解散があったときは、当月分の政務活動費は交付しな

い。 

4 会派に対して政務活動費を交付する場合で、基準日において所属議員の辞

職、失職、除名若しくは死亡又は所属会派からの脱会があったときは当該

議員は第1項の所属議員に含まないものとし、無会派議員に対して政務活動

費を交付する場合で、基準日において議員の辞職、失職、除名又は死亡に

より議員でなくなったときは当月分の政務活動費は交付しない。 
 5 基準日において議会の解散があったときは、当月分の政務活動費は交付し

ない。 
5 政務活動費は、交付月の25日(その日が生駒市の休日を定める条例(平成元

年4月生駒市条例第20号)第1条第1項に規定する市の休日に当たるときは、

その翌日)に交付する。 

6 政務活動費は、交付月の25日(その日が生駒市の休日を定める条例(平成元

年4月生駒市条例第20号)第1条第1項に規定する市の休日に当たるときは、

その翌日)に交付する。 
  

(所属議員数の異動等に伴う調整) (所属議員数の異動等に伴う調整等) 



第4条 政務活動費の交付を受けた会派が半期の途中で所属議員数に異動が

生じた場合において、異動が生じた日の属する月の翌月(その日が基準日に

当たるときは、当月)の末日までに、既に交付した政務活動費の額が異動後

の所属議員数により算定した政務活動費の額を下回るときは、当該会派に

対して当該下回る額を追加して交付し、既に交付した政務活動費の額が異

動後の所属議員数により算定した政務活動費の額を上回るときは、当該会

派は当該上回る額を返還しなければならない。 

第4条 政務活動費の交付を受けた会派が半期の途中で所属議員数に異動が

生じた場合において、異動が生じた日の属する月の翌月(その日が基準日に

当たるときは、当月)の末日までに、既に交付した政務活動費の額が異動後

の所属議員数により算定した政務活動費の額を下回るときは、当該会派に

対して当該下回る額を追加して交付し、既に交付した政務活動費の額が異

動後の所属議員数により算定した政務活動費の額を上回るときは、当該会

派は当該上回る額を返還しなければならない。 
2 政務活動費の交付を受けた会派が半期の途中において解散したときは、当

該会派は、解散の日の属する月の翌月分(その日が基準日に当たるときは、

当月分)以降の政務活動費を返還しなければならない。 

2 政務活動費の交付を受けた会派が半期の途中において解散したときは、当

該会派は、解散の日の属する月の翌月分(その日が基準日に当たるときは、

当月分)以降の政務活動費を返還しなければならない。 
 3 政務活動費の交付を受けた無会派議員が、半期の途中において会派に所属

したとき及び議員でなくなったときは、当該無会派議員は、会派に所属し

た日及び議員でなくなった日の属する月の翌月分(これらの日が基準日に

当たるときは、当月分)以降の政務活動費を返還しなければならない。 
  

(政務活動費を充てることができる経費の範囲) (政務活動費を充てることができる経費の範囲) 
第5条 政務活動費は、会派が行う調査研究、研修、広報、広聴、住民相談、

要請、陳情、各種会議への参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市

政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動(次項

において「政務活動」という。)に要する経費に対して交付する。 

第5条 政務活動費は、会派及び無会派議員が行う調査研究、研修、広報、広

聴、住民相談、要請、陳情、各種会議への参加等市政の課題及び市民の意

思を把握し、市政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図るために必

要な活動(次項において「政務活動」という。)に要する経費に対して交付す

る。 
2 政務活動費は、別表で定める政務活動に要する経費に充てることができ

る。 
2 政務活動費は、別表で定める政務活動に要する経費に充てることができ

る。 
  

(経理責任者) (経理責任者) 
第6条 会派は、政務活動費に関する経理責任者を置かなければならない。 第6条 会派は、政務活動費に関する経理責任者を置かなければならない。 

(平24条例45・一部改正) (平24条例45・一部改正) 
(収支報告書等の提出) (収支報告書等の提出) 

第7条 政務活動費の交付を受けた会派の代表者は、別記様式により、政務活

動費に係る収入及び支出の報告書並びに領収書等の支出に関する証拠書類

(以下これらを「収支報告書等」という。)を議長に提出しなければならない。 

第7条 政務活動費の交付を受けた会派の代表者及び無会派議員は、別記様式

により、政務活動費に係る収入及び支出の報告書並びに領収書等の支出に

関する証拠書類(以下これらを「収支報告書等」という。)を議長に提出しな

ければならない。 
2 収支報告書等は、前年度の交付に係る政務活動費について、毎年4月30日 2 収支報告書等は、前年度の交付に係る政務活動費について、毎年4月30日



までに提出しなければならない。 までに提出しなければならない。 
3 政務活動費の交付を受けた会派が解散したときは、前項の規定にかかわら

ず、当該会派の代表者であった者は、解散の日から起算して30日以内に収

支報告書等を議長に提出しなければならない。 

3 政務活動費の交付を受けた会派が解散したときは、前項の規定にかかわら

ず、当該会派の代表者であった者は、解散の日から起算して30日以内に収

支報告書等を議長に提出しなければならない。 
 4 政務活動費の交付を受けた無会派議員が、会派に所属したとき及び議員で

なくなったときは、第2項の規定にかかわらず、当該無会派議員であった者

は、会派に所属した日及び議員でなくなった日から起算して30日以内に収

支報告書等を議長に提出しなければならない。 
  

(政務活動費の返還) (政務活動費の返還) 
第8条 会派は、その年度において交付を受けた政務活動費の総額から、当該

会派がその年度において第5条に定める経費の範囲に基づいて支出した総

額を控除して残余があるときは、当該残余の額に相当する額の政務活動費

を返還しなければならない。 

第8条 会派及び無会派議員は、その年度において交付を受けた政務活動費の

総額から、当該会派及び無会派議員がその年度において第5条に定める経費

の範囲に基づいて支出した総額を控除して残余があるときは、当該残余の

額に相当する額の政務活動費を返還しなければならない。 
  

(収支報告書等の保存等) (収支報告書等の保存等) 
第9条 議長は、第7条の規定により提出された収支報告書等を、提出期限の

日から起算して5年を経過する日まで保存しなければならない。 
第9条 議長は、第7条の規定により提出された収支報告書等を、提出期限の

日から起算して5年を経過する日まで保存しなければならない。 
2 議長は、前項の収支報告書等の閲覧の請求があったときは、生駒市情報公

開条例(平成20年9月生駒市条例第31号)第7条各号に掲げる情報が記録され

ている部分を除き、その閲覧に供するものとする。 

2 議長は、前項の収支報告書等の閲覧の請求があったときは、生駒市情報公

開条例(平成20年9月生駒市条例第31号)第7条各号に掲げる情報が記録され

ている部分を除き、その閲覧に供するものとする。 
  

(透明性の確保) (透明性の確保) 
第10条 議長は、第7条の規定により提出された収支報告書等について必要に

応じて調査を行う等、政務活動費の適正な運用を期すとともに、使途の透

明性の確保に努めるものとする。 

第10条 議長は、第7条の規定により提出された収支報告書等について必要に

応じて調査を行う等、政務活動費の適正な運用を期すとともに、使途の透

明性の確保に努めるものとする。 
  

(委任) (委任) 
第11条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項

は、市長が規則で定める。 
第11条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項

は、市長が規則で定める。 
  

別表(第5条関係) 別表(第5条関係) 



  
項目 内容 

調査研究費 会派が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査

委託に関する経費 
(資料印刷費、調査委託料、文書通信費、交通費、宿泊費等) 

研修費 会派が研修会を開催するために必要な経費、団体等が開催する

研修会の参加に要する経費 
(講師謝金、会場費、交通費、宿泊費、文書通信費、参加費等) 

広報費 会派が行う活動、市政について住民に報告するために要する経

費 
(広報紙・報告書等印刷費、会場費、文書通信費、交通費等) 

広聴費 会派が行う住民からの市政及び会派の活動に対する要望、意見

の聴取、住民相談等の活動に要する経費 
(資料印刷費、会場費、文書通信費、交通費等) 

要請・陳情

活動費 
会派が要請及び陳情活動を行うために必要な経費 
(資料印刷費、文書通信費、交通費、宿泊費等) 

会議費 会派が行う各種会議、団体等が開催する意見交換会等各種会議

への会派としての参加に要する経費 
(会場費、資料印刷費、交通費、宿泊費、文書通信費、参加費等) 

資料作成費 会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経費 
(印刷製本代、翻訳料、事務機器購入・リース代等) 

資料購入費 会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入に要する経費 
(書籍購入費、新聞雑誌購読料、有料データベース利用料等) 

人件費 会派が行う活動を補助する職員を臨時的に雇用する経費 
(給料、手当、賃金等) 

事務所費 会派が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費 
(事務所の賃借料・維持管理費、文書通信費、事務機器購入・リ

ース代等) 
 

項目 内容 
調査研究費 市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査委託に関す

る経費 
(資料印刷費、調査委託料、文書通信費、交通費、宿泊費等) 

研修費 研修会を開催するために必要な経費、団体等が開催する研修会

の参加に要する経費 
(講師謝金、会場費、交通費、宿泊費、文書通信費、参加費等) 

広報費 活動、市政について住民に報告するために要する経費 
(広報紙・報告書等印刷費、会場費、文書通信費、交通費等) 

広聴費 住民からの市政並びに会派及び無会派議員の活動に対する要

望、意見の聴取、住民相談等の活動に要する経費 
(資料印刷費、会場費、文書通信費、交通費等) 

要請・陳情

活動費 
要請及び陳情活動を行うために必要な経費 
(資料印刷費、文書通信費、交通費、宿泊費等) 

会議費 各種会議、団体等が開催する意見交換会等各種会議への参加に

要する経費 
(会場費、資料印刷費、交通費、宿泊費、文書通信費、参加費等) 

資料作成費 活動に必要な資料の作成に要する経費 
(印刷製本代、翻訳料、事務機器購入・リース代等) 

資料購入費 活動に必要な図書、資料等の購入に要する経費 
(書籍購入費、新聞雑誌購読料、有料データベース利用料等) 

人件費 活動を補助する職員を臨時的に雇用する経費 
(給料、手当、賃金等) 

事務所費 活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費 
(事務所の賃借料・維持管理費、文書通信費、事務機器購入・リ

ース代等) 
 

  
別記様式(第7条、第9条関係) 別記様式(第7条、第9条関係) 
  
略   略 

 会派名 会派名 



代表者の氏名         ○印  代表者の氏名         ○印  
 （会派に所属しない議員にあっては、議員の氏名） 
  

略 略 
  
別紙 別紙 
  
        会派名         会派名 
        代表者の氏名         代表者の氏名 
         （会派に所属しない議員にあっては、議員の氏名） 

  
略 略 

 
(2) 生駒市議会基本条例(平成25年12月生駒市条例第36号)新旧対照表(附則第2項関係) 

現行 改正案 
(政務活動費) (政務活動費) 

第18条 政務活動費は、議員による調査活動、政策の立案及び提言等が確実

に実行されるよう、会派に交付するものとする。 
第18条 政務活動費は、議員による調査活動、政策の立案及び提言等が確実

に実行されるよう、会派及び会派に所属しない議員に交付するものとする。 
2 政務活動費の交付を受けた会派は、生駒市議会政務活動費の交付に関する

条例(平成13年6月生駒市条例第19号)の規定により、これを使用するものと

する。 

2 政務活動費の交付を受けた会派及び会派に所属しない議員は、生駒市議会

政務活動費の交付に関する条例(平成13年6月生駒市条例第19号)の規定に

より、これを使用するものとする。 
3 政務活動費の交付を受けた会派は、その使途を議長に報告するとともに、

議長は、それを公開するものとする。 
3 政務活動費の交付を受けた会派及び会派に所属しない議員は、その使途を

議長に報告するとともに、議長は、それを公開するものとする。 
  

 

 



無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備促進を求める意見書（案） 

 

２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向け、訪日外国人旅行

者の受入れ環境として通信環境、とりわけ無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環

境の整備は喫緊の課題となっている。 

平成２８年度に観光庁が訪日外国人旅行者を対象に行った「訪日外国人旅行者

の国内における受入環境整備に関するアンケート」の結果によると、旅行中困っ

たこととして、「無料公衆無線ＬＡＮ環境」が２８．７％となっており、鉄道車内

や公共施設、観光施設における更なる無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の

整備が、質の高い観光立国の実現を目指す上で課題となっている。 

 また、政府は、防災の観点から、平成３１年度までに避難所・避難場所に指定

されている施設や災害対応の要となる公的拠点等、約３万箇所の無料公衆無線Ｌ

ＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備を目指している。 

 無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備促進は、訪日外国人旅行者の更

なる増加だけでなく、防災拠点となる公共施設等の災害時における通信手段の確

保にも大きく貢献することから、政府に対し、以下の項目について強く要望する。 

記 

１．鉄道・バス等の公共交通機関やホテル・旅館等の宿泊施設などの民間施設に

対する無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備支援事業を一層拡充する

こと。 

２．日本遺産・国立公園等の観光拠点や観光案内所における無料公衆無線ＬＡＮ

（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備を一層促進し、観光地の機能向上や利便性向上を図

ること。 

３．防災の観点から、避難所・避難場所に指定されている学校施設やコミュニテ

ィ・文化・スポーツ施設、被災時の復旧・復興の要となる公的拠点施設への無



 

 

料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備を行う地方公共団体に対して、財

政的支援措置を導入すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 

 

平成２９年３月  日 

生 駒 市 議 会   

 




